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５ ニュー・パブリック・マネッジメント

ガバナンス論争によって生み出された実質的な結果は、ニュー・パブリッ
ク・マネッジメントの出現であったとFredericksonらはいう（１）。そして、次の
ように述べている。ニュー・パブリック・マネッジメントの多くの変形はある
けれども、これらの多くは次の二つのモデルになる。第一のものは、ウェスト
ミンスターモデルであり、それは、７０年代後半にニュージーランドではじま
り、ただちに、オーストラリア、カナダ、そして、特に、イギリスに広がった。
第二のものは、政府強化モデル（the reinventing government model）であり、
ずっと後になってあらわれ、アメリカにおいて特にみられる。そして、その違
いは、議会制民主主義、あるいは、ウェストミンスター型民主主義とアメリカ
の連邦システムの間の制度的、そして、政治的相違であり、それがそれぞれの
モデルに、その特異な特徴をもたせている（２）。例えば、ニュージーランドとイ
ギリスは、１９７０年代に交通、通信を含む、その経済の中枢部を直接制御する強
力で中央集権的な政府をもっていた。ウェストミンスターモデルの特徴は、こ
れらの国家に統制された産業の完全な民営化、政府業務の機能単位への分割、
それとその機能領域内でのアクターへの意思決定権限への分権である。対照的
に、アメリカにおいては、経済の大きな部門の国有化については、熱心でな
かったので、民営化するものはほとんどない。そして、アメリカにおいては、
地方、州、そして、連邦政府は、多くの政策領域において、責任を共有し、そ
して、異なる政治的動機にしたがっていたので、ウェストミンスターモデルに
よって追求されたスケールで機能的な再組織をおこすのに十分で強力な中心的
な機関はない（３）。
Fredericksonらがいうようにニュー・パブリック・マネッジメントとガバナ
ンスに関する議論には類似性がある。Kettlは次のようにいう。私的な部門と
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公的な部門において、社会的な調整が必要なことについては、行政が中心にな
る。それは、指導者が金、人、専門家、そして、技術といったような資源を物
事をなしとげるためにいかに動員するかということである（４）。
それに対して、ニュー・パブリック・マネッジメントとガバナンスを二つの
分かれた概念にしようとするものがおり、それはB. Guy PetersとJohn Pierre
である。PetersとPierreは、まず、中央の公共政策アクターと経済に影響を与
える主要なものとしての政府の役割が２０世紀の最後の２０年間に基本的に変わっ
たという現実を受け入れる。この変化は公的セクターと私的セクターの間の関
係と、公的サービスを提供するときにおける、それらの相対的な役割と責任に
おける基本的な変化を促進する。この関係は、ガバナンスに関する議論の中核
にあるものである（５）。
PetersとPierreは、四つの基本的要素が、ガバナンスの議論を特徴づけてい
ると論じている。
第一に、ネットワークが優勢であることである。公式の政策作成制度のかわ
りに、ガバナンスは、どんな公共財とサービスが生産されているかということ
と、いかに公共財とサービスが生産されるかということに影響力をもっている
不定型なアクターの集まりによって支配されている（６）。
第二に、国の直接のコントロールの能力が減少している。政府は公共政策に
対する集権的なコントロールを行使しないけれども、それらは、まだ、それに
影響力を与える権力をもっている。国家の権力は、今や、政策ネットワークに
おけるアクターと交渉し、そして、取引する能力がある。これらのネットワー
クの構成員は、次第に政策過程における対等なパートナーとして受け入れられ
ている（７）。
第三に、公的な資源と私的な資源を混合することである。公的なアクターと
私的なアクターは、それらが個別には接近することのできない資源をたがいに
使う。例えば、政策執行のために私企業を使うことによって政府は、高価で時
間のかかる手続的な責任問題をさけることができる（８）。
第四に、多様な手段の利用である。このことは、政策を作成したり、執行す
ることについて、伝統的でない方法を展開したり、使ったりしようとするよう
になることを意味する。これらは、しばしば直接的でない手段、すなわち、行
動を命ずるための統制的な規制よりも、行動に影響を与える税を使うというよ
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うなことである（９）。
PetersとPierreは、これらの要素がガバナンスを定義するなら、ニュー・パ
ブリック・マネッジメントとガバナンスは明らかにかなりの共通基盤を共有し
ていることになると考えている。両方のモデルは、公選職の伝統的な役割と責
任を少なくする。代表者たちはまだ長期の目標を設定し、ネットワークを発展
させ、そして、公的な、そして、私的な資源をためることを助けることを期待
されているが、しかし、それらは、もはや有力な政策アクターではない（１０）。
ニュー・パブリック・マネジメントとガバナンスの間でもう一つ類似してい
ることは次のことである。両方とも政府は市民と社会からあまりにもはなれて
いるということを想定し、その機関は、結果として、非効率になっているとい
う想定にもとづいている。グローバル化している経済の力は、私的セクターの
活動を、より無駄のないものにし、それらの顧客により配慮し、そして、管理
手法を発展させ、採用するようにしているけれども、政府の公共生産に対する
独占の故に、政府活動はこれらの変化から孤立していた。この二つのモデル
は、伝統的な官僚制モデルに固有のものであるとされた非能率を正すために、
競争を使おうとしているし、そして、公共サービス提供者を、それらが使える
市民に、より応答的にしようとしている。ニュー・パブリック・マネッジメン
トとガバナンスはともに結果指向である。行政の伝統的なモデルと対照的に、
それらは、インプットよりもアウトプットの統制に方向づけられている。公的
機関に利用可能な資源よりも、能率をまし、顧客が満足するものを生産するこ
とに焦点があてられている（１１）。
さらに、ガバナンスとニュー・パブリック・マネッジメントに共通するもの
として、操縦の概念があるとされる。David OsbornとTed Gaeblerは、一般的
に政府はこぐという局面よりも操縦するという局面をつくりだすとする（１２）。そ
こでは、操縦するということは、広い政策対象をつくるということを意味し、
そして、こぐことは、それらの目的を遂行する行動をとることを意味する（１３）。
OsborneとGaeblerは次のように論じる。こぐことは、中央で細かいところま
で管理された直接の政府活動よりも適正な政策ネットワークにおける企業的な
活動にもっともあっている。概括的にいって、これは公選職と彼らの官僚に、
政策作成における強い役割をもたせることになるが、しかし、実務においてそ
のことは、ニュー・パブリック・マネッジメントに固有の責任問題を悪化さ
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せ、そして、政府にとっての新しい一つの管理問題を生み出す（１４）。それらが政
策と公共サービス提供に対する中央的な統制をもち、彼らの権限の多くが不定
型なネットワークに分散するときに、どのように操縦をうまくするのだろうか。
この問題はガバナンス論争にとって非常に重要であり、ニュー・パブリック・
マネッジメントはよい解答を用意していないとPetersとPierreはいっている（１５）。
PetersとPierreは、ニュー・パブリック・マネッジメントとガバナンスの間
には、類似性があり、概念的な構成において、かなりの重複があるが、
ニュー・パブリック・マネッジメントがガバナンスの同義語であるわけではな
いという（１６）。PetersとPierreは、ガバナンスとニュー・パブリック・マネッジ
メントを明確に分離された知的な枠組みとして扱うことができるという。そし
て、以下の論点をあげる（１７）。
第一に、ガバナンスは民主的な政体の部分と一組であった、政府と社会の残
りの間の関係を構成する概念を代表している。例えば、西欧的な民主主義は、
つねに私的な部門とのパートナーシップに関与してきた。ニュー・パブリッ
ク・マネッジメントは、対照的に、よりイデオロギー的である。それは、その
関係がいかに構成されるかについての個別的な、規範的な見解を構成してい
る（１８）。
第二に、二つのモデルの焦点が異なる。ガバナンスは、プロセスに関するも
のであるのに対し、ニュー・パブリック・マネッジメントは結果に関するもの
である。ガバナンスは、公共政策が作成され、執行され、そして、管理される
プロセスを理解することに関心がある。その説明目標は、このプロセスにおけ
るアクターと、それらの役割を確認することであり、それらの行動と相互関係
が、いかに公共サービスの提供を行うかを明らかにすることである。それに対
し、ニュー・パブリック・マネッジメントは、プロセスにあまり関心がない。
それは、政策に関しては、そのやり方よりも、量に関心がある。プロセスは、
明らかに説明の一部であるが、能率的な生産を説明する目的に対する手段とし
てだけである（１９）。
第三に、PetersとPierreによると、ガバナンスとニュー・パブリック・マ
ネッジメントは異なる哲学的基礎をもっている。ニュー・パブリック・マネッ
ジメントは、本質的に組織理論である。説明的な方向づけと規定的な結論を出
すことについては、組織構造に焦点があてられている。ニュー・パブリック・
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マネッジメントを形成し、一般に広めたOsbornとGaeblerなどは、James Bu-
chanan and Gordon Tullock，William Niskanen，Vincent Ostromなどに多く
をおっている。公共選択においては、ニュー・パブリック・マネッジメントの
擁護者は、正統的なウェーバー・モデルを使う公共サービスを組織することに
対する包括的な選択肢をだす、知的手段の高度に展開されたセットをみいだす。
彼らは、この道具の中から自由にとりだし、そして、そうするときに組織的で
制度的なモデルに焦点をあてたものを構成した。対照的に、ガバナンスは、制
度よりも政府と社会の間の関係を理解することに関心がある。しかし、ガバナ
ンスは、ウェーバーモデルに敵対的ではなく、それが適切であると思われると
ころでは、それを組み入れようとしている。ガバナンスは、本質的に政治の理
論であり、少なくとも、作られる時において、政治的理論である。それは、究
極の目的として、権威ある価値の分配を目標とする政府が、それをすることを
なぜするかを説明しようとし、それがよりよくできる方法を発見しようとする。
ガバナンスとニュー・パブリック・マネッジメントを等置することは、前者が
公共部門をかなり拒否するものとみる危険をともなう。ガバナンスと現代の政
策の形成は、しばしば、公私のパートナーシップ、あるいは、公的性格と私的
性格をもつ融合組織の観点から叙述される（２０）。
第四に、政府と社会を含む理論としてのガバナンスは、公共財と公共セク
ターの独自の文化的で政治的な役割を認める。このために、ガバナンス枠組み
の中で動いているものは、政府の統制のもとでの公共サービス提供を維持する
ことに関心がある。統制の形態は、政府を社会に近づけるために変わるかもし
れない。そして、これはより大きな公共政策の役割を私的部門に任せることを
意味するかもしれない。しかしながら、最終的に、ガバナンスは公的サービス
と公務員の間の責任と統制の明確な区分を保とうとしている。対照的に、
ニュー・パブリック・マネッジメントは、公的部門を完全に変化させることに
焦点をあてている。ガバナンスは、公的部門の資源を統制する政府の機能を保
持する戦略を展開しようとしているけれども、ニュー・パブリック・マネッジ
メントは、ウェーバー的組織の伝統的行政学をおきかえる方法として、主とし
て、公共管理モデルに関心がある（２１）。
第五に、PetersとPierreは次のように論じる。ガバナンスは、ニュー・パブ
リック・マネッジメントのようなアイデオロジカルな要素がない。根本におい
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て、ガバナンスは、ニュー・パブリック・マネッジメントを特徴づける、公的
部門における市場にもとづいた文化的革命をもたらすという理想を共有してい
ない。ニュー・パブリック・マネッジメントは、公共サービスの提供、プロ
ジェクトに関するcorporate values、対象物、そして、実務を一面的に課そう
とする試みであり、それは、保守的な人々において強力な支持がある。ガバナ
ンスは、これらのアイデオロジカルな目標を共有していない。それは、政府が
何をすべきであるか、そして、それがこれをいかによくすることができるかに
関する重大な問題を生むが、ガバナンスは市場にもとづいた制度改革だけで答
えるわけではない。ガバナンスは、公的セクターの機関により多くの権限を与
え、そして、それらに、私的なセクターとの間でより協力的な仕組みに関わら
せるのと同様に、それらの機関から、その権限を奪い、そして、公共財やサー
ビスのための競争的なマーケットを生みださせる（２２）。
PetersとPierreは、はっきりとした知的な枠組みとして、ガバナンスと
ニュー・パブリック・メネッジメントをわけることを主張する。そして、
ニュー・パブリック・マネッジメントは、公共選択と組織理論に関するより多
くの文献によって提供された強固な理論的基礎にもとづいている。Petersと
Pierreの概念において、ガバナンスも、こうしたものから引き出されることも
あるが、それはまた民主主義理論のはるかに広い領域からひきだされている。
結果的に、ガバナンスは、ニュー・パブリック・マネッジメントとは違うとい
うことを十分に主張できる。しかし、ニュー・パブリック・マネッジメント
は、明確に定義された公共管理モデルとしてあらわれるのに対して、同じこと
はガバナンスについてはあてはまらない。ガバナンスは、より包括的で、行政
学の正統的なモデルに対立するものではなく、イデオロギーに関わるある領域
の特定のものに結びついているわけではないが、理論として、それは、漠然と
したままである（２３）。

６ ガバナンスに関する論点

Fredericksonらは次のように問う。もしもガバナンスがニュー・パブリッ
ク・マネッジメントでないということになると、ガバナンスは何であろうか（２４）。
PetersとPierreは次のように結論づける。ガバナンス論争は、単に学問が、現
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実に変化している時間に追いついているということを示しているだけである。
国家が分断されるようになり、存在する行政の枠組みが次第に老朽化すること
によって、学問は新しい知的な基礎づけをもとめるというやっかいなことに取
り組むことになった（２５）。
Fredericksonは、このような取り組みを行政の再定置化として論じている。

７０年代後半に行われるこのような過程は、新しい言語と特異な性格をもってい
る、新しい形態の行政学を作りつつある。Fredericksonが示唆しているよう
に、行政学の再定置は、ある種の行政学の分水嶺をあらわしている。行政学に
おける理論的な覇権が崩壊した後の半世紀において、特に経済学、政策分析、
組織理論のような、他の学問によって、数十年間、理論において、植民地状態
が続いた後に、再定置運動は、行政学に生来の理論的思考を形成しつつある。
これらのオリジナルな寄与によって、直接的に分断された国家におけるガバナ
ンスの問題に対する取り組みがはじまる（２６）。
Fredericksonの再定置の議論の核心は、その理論的方向づけを政治学のそれ
と比較することによって、もっともよく叙述されうる。政治学は、行政学に
もっとも深い関係がある。すなわち、行政学は多くの人によって、政治学の一
部と考えられている。政治学において、理論は、利益の衝突、選挙競争、戦略
的ゲームと勝者と敗者に方向づけられている。この方向づけを与件とすると、
合理的選択、市場理論、ゲーム理論、そして、それらの派生物を、政治学にお
けるポピュラーで、有力な知的枠組みとみることは驚くべきことではないので
ある。しかし、国家の分断化をきっかけとして、行政学は確実にこれらの枠組
みからはなれ、そして、協働、ネットワーキング、そして、制度形成と維持に
むかう。実務と理論において、行政学は分断化された国家による大きな挑戦を
扱うように、再び自らを位置づける。Fredericksonは、この挑戦を分断化さ
れ、解体された国家を働かせる政治学と呼ぶのである（２７）。
これが、Fredericksonがガバナンスを定義する方法である。ガバナンスは、
主権の衰退、管轄的境界の重要性の減少と、一般的制度的分断化の文脈におい
て、行政の制度間関係に言及する。これらの基本的要素のうちで、行政の実務
と理論にとってもっとも重要なのは、政体（political jurisdiction）と公共管理
の間の関係が衰えていくことである。このつながりが弱くなっていくことが、
政府と公共サービス提供の機関の間の伝統的に集権化されたつながりを解体さ
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せたのである（２８）。
解体された国家において、境界は、すべての種類の政治区画において、意味
をもたない。特別区もそうであり、都市もそうであり、カウンティ、州、国民
国家もそうである。経済的活動と社会的活動は、しだいに多くの区域にかかわ
るようになり、新しいテクノロジーの発展、市場のグローバライゼイションに
よってすすめられた傾向は、居住移動と移民を増加させる。そうして、公共政
策と公共管理の利得の問題は、しだいに、一つの政治区画にとじこめることが
むずかしくなるのである。なぜならば、非常に多くの政策問題が多くの区画に
またがるからである（２９）。

７ Fredericksonの行政的連関の理論

このように区域をまたいで問題がおこる傾向は、行政の実務と理論に問題を
提起する。次のような問題である。政治区画が適切でなくなるときに、公共管
理をいかにして定義し、理解するか。主権が疑問になるときに、公共管理をい
かに理解し、定義するか。代表されるものに影響を与える決定が、彼らが代表
するものによって統制されず、あるいは、影響さえされないときに、代表民主
制をいかに概念化するのか。伝統的に代表者の決定を代表されるものの選好に
結びつけている政府の機関である行政は、政府と被治者の間のこの増加する
ギャップをいかに再定置するのか（３０）。
これらがガバナンスの問題である。それらは、政府と社会の関係の中心まで
切断し、そして、解体された国家における公共管理の問題に関する行政学の理
論的な関心事に焦点をあてる。Fredericksonは、国家が解体されることによっ
て生み出された難しい問題を説明し理解する行政的連関の理論を示唆してい
る（３１）。
行政の連関の理論は二つの考え方から生まれている。第一のものは、Mat-
thew Holden Jr. のものである。彼は、合衆国において、大都市地域における
政府間関係は、外交の関係とみられるということをいった。分断された大都市
地域において、一つの機関や政府の活動は、他の区域のアクターに影響を与え
そうである。中央の機関がなければ、これらの活動は、有効な代表と公共の
サービス提供を確実に行うために、いかに調整されうるのだろうか。Holden
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は次のように論じた。協働のシステムやネットワークは、区域をまたいで発展
する。それらは、区域をまたいだ政府活動と同調し、政策と公共サービス提供
を円滑に行うようにする機能をもたらす合意と理解を結果する（３２）。
第二の見方は次のようなことである。政体（political jurisdiction）は、狭い
意味における政治にとって、まだ重要であり、それらが行政にとって、より少
ない重要性しかもたないときでさえである。キャンペーン、選挙、官職と権原
の意味における政治は、まだ、政体にかかわるもの（jurisdictional）である。
これらの要素は、大体自律的であり、限界的にだけ相互依存的である。これは
行政とかなりはっきりとした対照をなしている。行政は、高度に相互依存的
で、しだいにジュリスディクショナルでなくなっており、そして、共同の組織
されたパターン（行政活動中の、行政活動間の協働と調整の体系）によって性
格づけられる。Fredericksonが述べているように、行政的連関は、そのアク
ターのネットワークになった、公的な、そして、行政の活動における単位を代
表するアクターの間の水平的な公式非公式の集まりのひとまとまりの性格であ
る（３３）。
この機関をまたいだ連関を実行する権能は、公式の権限のある基礎にもとづ
いているというよりも、専門職的な知識に関する主張にもとづいている。連関
は、このように、主として同じような心情の専門家、特に、特別な争点、ある
いは、政策ドメインを扱う機能的なスペシャリストによってとられる活動であ
る。この機能的なスペシャリストの関係は、区域をまたいで行政ユニットを結
び付け、分解した国家の中で政府活動を調整するのに役立つ（３４）。
Fredericksonは次のことを示唆する。行政サービスの提供に秩序と凝集性を
もたらすようにする行政的連関の能力は、いくつかの要素に依存する。これら
の要素の中には、管轄をまたいだ執行アクターの間の公式、非公式の合意の範
囲、強さ、継続性を含む。公式に交渉された合意は、しっかりとした結びつき
を生み出す傾向がある。しかし、協力が公式に命令されているか、あるいは、
非公式に合意されたかどうかにかかわらず、多くの形態の行政は、公的なサー
ビスのプロフェッショナルによって自発的に組織され、維持され、そして、動
かされている。この後の点は重要である。なぜならば、連関の世界は、市場的
な行動インセンティブを取り入れるときに、ほとんど階統性をもたないし、処
理費用がかからないし、公的セクターを再組織する明らかな必要がないという
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ことを意味する（３５）。
さらに、Fredericksonは次のように論じる。連結それ自体は、階統的でない
けれども、階統性は連結が存在するのに必要である。行政連結は、多くの政府
を特徴づけている政体（political jurisdiction）、すなわち、公式的な階統的な
構造にまだ結びつけている制度的構造なしにはおこらない。もしも、これらの
階統的な構造が所与の政体の政治をいれているたてものとして考えられるなら
ば、そのとき、行政的結合がこれらの建物を結合している一連の歩道橋である
と考えられる。もしも建物が倒れるならば、橋もおちるだろう。そして、特定
の橋が小さな輸送能力をもつという印象を与えるけれども、全体として考える
と、橋は調整と協力のための強力で可能なネットワークを構成する（３６）。
価値と専門職の利益と、その対象としての制度的なアクターの間の協働とと
もに、行政連結はニュー・パブリック・マネッジメントとかなりはっきりとし
た対照をなす理論である。ニュー・パブリック・マネッジメントは、大部分、
市場理論に由来しており、それは、特に連結において、アクターの管轄をまた
いだ行動を得意としていない私益と競争を強調している。連結は、公共サービ
スの専門職の価値と信条により、そして、すべての人にもたれている協働しよ
うという生来の学習された本能により動かされているようにみえる。もとにあ
る結合は、公益についての専門家の概念と特定の政体の外にある不完全な公共
を代表する公務員の義務である。最終結果は分解した国家のいろいろな単位の
調整ばかりでなく、政体の境が政策問題に適切でなくなるにつれて、公選職か
ら確実にもれでてくる意味のある代表の再現もある（３７）。

８ おわりに

ガバナンスに関する議論には、多くの論点があり、未だ研究途上にある問題
であるといえる。Fredericksonは、以前からガバナンスに関する考察を行って
きた（３８）。それとともに、Fredericksonはジュリスディクションに関する関心を
示してきた（３９）。ここで検討したガバナンスにおけるジュリスディクションの問
題は、ガバナンスの問題における新しい視点を示しているといえる。そうした
観点から、ガバナンスに関する新たな議論が展開されていくものと考えられる。
今後もガバナンスに関する議論がなされ、それが行政学の発展にも寄与するこ
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とが期待される。
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